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１．はじめに 
 
デンマークやオランダに代表されるフレキシキュリティ・モデルでは、雇用面において
雇用量の削減や転職を容易にするフレキシビリティと、高水準の所得保障および充実した
公的な職業訓練制度によるセキュリティの両立が図られる。 
そこには、手厚い失業保険と社会保障、雇用面におけるフレキシビリティ、積極的労働
市場政策という 3 つの特徴がある。失業保険の給付期間は長く、給付水準も高い。そのた
め、転職や失業のリスクに直面した労働者が感じる不安は少なく済む。雇用面のフレキシ
ビリティに関しては、解雇規制の弱さから、労働者の離職率が高い水準にある。これは、
雇用量の削減に関する制約が少ない企業にとって、経済運営の効率が重視しやすいことを
示す。積極的労働市場政策は、労働市場の実態に沿った形で雇用政策が遂行されることを
可能にする。 
ただし、フレキシキュリティ・モデルが成立するための条件がある。それは、ある産業
において技術革新が起こった場合も含めて、職場や企業を超えて移動する労働者の技能が
職場間および企業間において一定以上の汎用性を持つことである。この条件が満たされる
ことによって、労働者は、企業内の異なる職務の間だけでなく、企業間の円滑な移動が可
能になる。この点について検討するために必要なのは、「多岐にわたる企業活動のうち、異
なる段階の活動において、それぞれの活動間で見出せる関連性」を分析するフレームワー
クである。 
そこで、企業における開発と生産との関係について考察することを本稿の目的とする。
そのために、設計情報に着目して、システムの構成とその結びつきを研究対象とする「ア
ーキテクチャ」の概念を用いる。具体的には、生産現場における設計情報の転写に着目す
る藤本隆宏の議論と、製品設計が複雑な製品の開発過程に着目する中馬宏之の議論とをつ
きあわせる。これに加えて、青島矢一と武石彰とによる「製品プル型」と「デバイスプッ
シュ型」という概念から見出される意義について吟味する。最後に、これらの成果から、
企業における開発と生産との関係について考察する。 
以下では、設計情報に着目する根拠を整理する1。 
企業が顧客に提供する製品には、有形媒体によって提供される「モノ」と、無形媒体に
よって提供される「サービス」とがある。多く場合、これらは混成された形で提供され、
設計情報が媒体に転写された人工物という共通点がある。人工物には、設計情報が蓄積さ
れるストック的側面と、人工物が生産される過程であるフロー的側面とがある。 
                                                  
1 本節における以下の記述は、主として藤本・桑島（2009）の第 1 章第 1 節に依拠する。 
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まず、人工物のストック的側面には、設計情報や固有技術、アーキテクチャがある。 
設計情報は、人工物の機能や構造だけでなく、その生産工程という要素によって構成さ
れる。つまり、ある人工物の設計は、要素間の関係について、その生産に先立って存在す
る情報の体系である。 
人工物に関する構想である設計には、二つの側面がある。 
一つは、実体的・具体的な側面であり、「固有技術」と呼ばれる。これは、具体的な因果
関係にある一般知識であり、現象間のより一般的な因果知識である科学に裏付けられてい
る場合と、科学的根拠が不明確なまま固有技術としてのみ存在している場合とがある。固
有技術は、人工物の構成要素と機能要素の間の因果関係を表す製品技術と、人工物の生産
に係わる工程要素、製品の構造と機能要素間の因果関係を表す工程技術とに分かれる。ま
た、複数の固有技術が係わることで、機能および構造、肯定にかかわる設計要素から構成
される複雑な人工物が生産される。 
もう一つは、形式的・抽象的な側面に着目する｢アーキテクチャ｣である。アーキテクチ
ャでは、人工物の設計情報が、設計要素間の結合関係として抽象的形式的に示される。例
えば、所与の製品のアーキテクチャは、当該製品の機能設計要素群と構造設計要素郡との
間の形式的な対応関係である。一方、工程の機能は、製品構造および製品機能の実現であ
る。よって、所与の工程のアーキテクチャでは、当該工程の機能要素群と構造要素群との
対応関係が示される。 
次に、人工物のフロー的側面には、設計・実現・利用のプロセスがある。 
設計情報と媒体との結合体である人工物の生成プロセスは、設計情報の質的変化、媒体
の変換、人工物の空間的な変化のいずれかあるいはそれらが組み合わされることによって
構成される。つまり、製品の生産工程では、設備や標準作業、担当する労働者の技能等の
ように、さまざまな媒体を通じて設計情報が転写される。すなわち、工程には、製品の設
計情報の一部で転写に係わる機能が蓄積されている。 
また、設計情報は、利用者の便益のために、人工物を設計・生産・利用し、設計者から
利用者に至る経路が形成される。この経路における活動および変換の連鎖について、人工
物という観点から捉える。すると、設計情報の経路は、人工物の設計情報が創造される「設
計プロセス」、設計情報の媒体への転写によって人工物が生み出される「実現プロセス」、
人工物から機能を引き出す「利用プロセス」が合成された結果として形成される。 
設計プロセスでは、目標に対して、想定される環境条件を前提としつつ、要求される機
能を達成できる構造が事前に推定される。これは、利用者の問題を設計者が事前に解決す
るという意味で、問題解決の過程でもある。 
製品には、取引によって引き渡される人工物という特徴がある。そのため、生産者と消
費者は明確に区分される。よって、製品の設計プロセスは、顧客である消費者ニーズの機
能設計への翻訳、要求が実現できる構造設計案の模索および検証、検証結果の評価に基づ
く構造設計案の選択という過程を辿る。 
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これに対して、生産工程を設計・生産・利用するのは、同一主体であることが多い。こ
こで求められる機能は、目標とする製品構造が実現できる生産工程の諸要素を、工程に先
立って構想することである。 
実現プロセスでは、設計情報が媒体に転写されることによって、人工物として実現され
る。製品の生産には、工程の利用という制御的側面と、製品としての実現という情報転写
的側面とがある。要するに、製品の設計情報には、人工物に転写されて埋め込まれる構造
設計情報が含まれる。 
その一方で、工程の構造設計情報には、設備や冶工具・金型に埋め込まれる設計情報や、
紙や電子媒体や作業者に転写される操作手順が該当する。これらの生産のための準備は、
工程設計と生産との間に位置し、設備投資や人的資本投資が伴う。その結果、工程に関す
る設計情報が媒体に転写され、生産工程が確立される。 
利用プロセスに該当するのは、ある環境下の利用者が、人工物に働きかけることによっ
て、目的とする機能の実現を図ることである。製品の利用によって目標の機能が達成され
ることが消費であり、工程の利用によって目標の製品構造が実現される活動が生産である。
所与の工程によって製品への設計情報の転写が実現しているかどうかは、製品としての目
標機能が発揮されるか、もしくはその際の転写が高い効率によって達成されるかという基
準によって、生産工程内および工程後の検査工程で判定される。 
ここまでをまとめると、工程の利用によって生産された製品が利用される過程には、情
報転写プロセスによって製品が実現されるプロセスでもあるという二面性がある。 
具体的には、設計者と利用者とが分業する。まず、設計プロセスの段階では、設計者が
設計情報を創造する。次に、実現プロセスの段階では、設計情報の媒体への情報転写によ
って、人工物の構造が形成される。そして、利用プロセスの段階では、人工物を操作およ
び制御することで、その機能が引き出される。すなわち、製品の生産過程では、工程の設
計・実現・利用を通じて、製品の設計情報が媒体に転写される。換言すれば、経済的価値
のある人工物の機能が引き出される際には、ストックの側面とフローとの側面とが交互に
現れる。 
また、製品の生産において、アーキテクチャは人工物のストック的側面、特に設計情報
ストックの形式的・抽象的属性に位置づけられる。これに対して、製品の開発過程は、人
工物のフローの側面である設計情報の創造活動に該当し、製品設計・工程設計・工程構築
の連鎖によって構成される。これらはシステム全体の中で相互に関連付けられるが故に、
個別にみると同時に相互の関連についてみる必要がある。 
よって、次節では、アーキテクチャ概念に基づいた製品の生産から顧客に至る段階につ
いてみる。その上で、第 3 節において、製品の開発過程である設計情報の創造段階につい
て考察する。それに加えて、第 4 節では、製品プル型とデバイスプッシュ型という概念を
用いることによって、開発と生産との関係について考察する。これらの節における議論の
成果から、終節となる第 5 節では、企業における開発と生産との関係について分析する。 
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２．「アーキテクチャ」の概念整序 
 
本節では、アーキテクチャ概念に基づいた類型から、製品の性質および生産方法が確立
される過程についてみる2。 
まず、アーキテクチャの概念は、人工物システムの設計形式に関する基本構想と定義さ
れる。人間が構想して設計したシステムは、目標とされる機能と複数の構成要素が連結さ
れた構造とが対応するように設計される。つまり、論理的な人工物システムの設計・開発
は、機能設計から構造設計へと進む。 
企業が商業生産し販売する製品を設計する際に求められるのは、要求される基本機能を
構想し、複数の下位機能群へと展開し、そうした機能群を製品の各部分に対応させること
である。このように、製品機能と製品構造をどのように対応させ、部品間の連結部分であ
るインターフェースをどう調整するかに係わる基本的な設計構想、つまり、製品機能シス
テムと製品構造システムの対応関係が製品アーキテクチャとして定義される。 
また、原材料や仕掛け品を変形させて所定の構造を持つ製品を生み出す機能が求められ
る工程の形式的側面に適用することで、工程アーキテクチャが規定される。すなわち、工
程アーキテクチャの定義は、直接的には生産工程システムと製品構造システムとの対応関
係、間接的には生産工程システムと製品機能システムとの対応関係である。 
次に、アーキテクチャの類型についてみる。分類する際の基準に関して、製品アーキテ
クチャと工程アーキテクチャとの間には相違点がある。 
製品アーキテクチャの分類基準には、インターフェースに係わる「部品設計の相互依存
度」と、設計情報の範囲に係わる「企業を超えた連結」とがあり、表 1 のように整理され
る。また、製品アーキテクチャにおける構造と機能との対応関係は、図 1 のように定義さ
れる。 
部品設計の相互依存度が低い、つまり製品の機能と構造との関係が 1 対 1 に近い場合、
あるレベルまで製品が分解されたそれぞれの部品は機能完結的になる。「モジュラー型」と
されるこのタイプでは、部品間の連結部分が標準化されるために、各部品の設計者は、他
の部品の設計に囚われることなく独自の設計ができる。そのため、既存の部品を寄せ集め
て組み立てた設計であっても、全体として目標とする製品機能が発揮される可能性が高い。 
これに対して、部品設計の相互依存関係が高く、機能群と部品群との関係が錯綜したタ
イプが「インテグラル型」である。この場合、ある機能に対応する特定の部品があるわけ
ではない。それだけでなく、一つの部品が多くの機能を同時に担う。つまり、機能と部品
との関係が、1 対 1 ではなく、多対多である。それ故に、各部品の設計者は、互いの設計を
調整するために擦り合わせる必要があり、その成果である製品全体の完成度が競われる。 
                                                  
2 本節におけるアーキテクチャ概念の整序は、主に藤本・桑島（2009）の第 1 章第 2 節、第 3 節、第 5 節
に依拠する。 
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表 1 設計情報のアーキテクチャ特性による製品類型3
    部品設計の相互 
         依存度 
企業を 
超えた連結 
 
インテグラル（擦り合わせ）
 
モジュラー（組み合わせ） 
クローズド（囲い込み） クローズド・インテグラル型
 
クローズド・モジュラー型 
 
オープン（業界標準）  オープン・モジュラー型 
 
 
図 1 「製品アーキテクチャ」の対応関係4
モジュラー型 インテグラル型 
製品構造 製品機能 製品構造 製品機能 
S1 F1 
 
S2 F2 
 
S3 F3 
S１ ●            ● F1 
 
S２ ●            ● F２ 
 
S３ ●            ● F３ 
 ●            ●
 ●            ●
 ●            ●
 
もう一つの基準である複数企業間の連携関係においては、部品間のインターフェースが
共有される範囲で区分される。共有範囲が 1 企業にとどまらず業界レベルで標準化される
「オープン型」の場合、複雑な調整なしに異なる企業から選んだ部品を連結しても、機能
性の高い製品が生産される。これに対して、インターフェースに関して設定されたルール
が基本的に 1 社内で閉じられる「クローズド型」の場合には、各部分の詳細設計が外部の
サプライヤーに任されることはあっても、インターフェースや機能設計等の基本設計部分
は 1 社で完結する。 
以上のことから、製品アーキテクチャの分類基準には、インターフェースに関して組み
合わせのモジュラーか擦り合わせのインテグラルかという軸と、設計情報に関して業界標
準のオープン型か囲い込みのクローズド型かという軸とがある。これらの軸を掛け合わせ
ることで、2×2 のマトリックスを考えることができる。しかし、①オープン性の必要条件
となるモジュラー性、②インテグラル型が最適設計に調整するための基本設計が１社内で
閉じられるためにクローズド型にならざるを得ないという二点を考慮すると、オープン・
                                                  
3藤本（2004）の 24 頁にある図 1－1－1 および藤本・桑島（2009）の 44 頁にある図 1-17 を基に作成。 
4 藤本・東京大学ものづくり経営研究センター（2007）の 37 頁にある図 1-2-1 および藤本・桑島（2009）
の図 1－18－1 を基に作成。なお、この図は製品の構造および機能の要素がともに 3 つずつの場合である。 
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インテグラル型という類型は存在しないことになる。したがって、基本タイプとしては、「オ
ープン・モジュラー型」、「クローズド・インテグラル型」、「クローズド・モジュラー型」
の 3 種類が考えられる。 
アーキテクチャの概念に即して人工物としての工程を類型化する際には、留意すべき点
がある。それは、ある構造を持つ製品が生産される際に、生産工程で直接制御できるかど
うかという点である。 
仮に、製品構造が確立され、かつ生産工程との間の因果関係が十分に把握できるならば、
生産工程と製品構造との対応関係である、工程―構造アーキテクチャをみることが可能に
なる。この場合、工程と構造との対応関係が 1 対 1 に近いのがモジュラー型であり、対応
関係が錯綜するのがインテグラル型である。これらの関係は、下記の図 2 のように整理で
きる。 
 
図 2 「工程―構造アーキテクチャ」の対応関係5
モジュラー型 インテグラル型 
生産工程 製品構造 生産工程 製品構造 
P1 S1 
 
P2 S2 
 
P3 S3 
P１ ●            ● S1 
 
P２ ●            ● S２ 
 
P３ ●            ● S３ 
  ●            ●
  ●            ●
  ●            ●
 
しかし、製品構造が完全に分かっていない場合や、生産工程で直接制御できない場合が
ある6。仮に、製品アーキテクチャおよび工程―構造アーキテクチャのいずれもがモジュラ
ー型ならば、必要な要素の発見と生産工程の確立とが焦点になり、各要素間の対応関係が
重要ではない。ところが、インテグラル型のアーキテクチャが含まれると想定される場合
には、共通する要素である製品構造との対応関係が上手く把握できない懸念が残る。よっ
て、生産工程と製品機能との対応関係である「工程―機能アーキテクチャ」についてみる
ためには、製品構造の部分のブラックボックス化、つまりこの部分を飛ばして両者の対応
関係についてみる必要がある。 
下記の図 3 のように、工程―機能アーキテクチャにインテグラル型が含まれるならば、
論理的に想定されるパターンは 3 種類である。第 1 のパターンは、製品アーキテクチャの
みがインテグラル型の場合である。第 2 のパターンでは、工程―構造アーキテクチャのみ
がインテグラル型である。そして、第 3 のパターンでは、両方がインテグラル型である。
                                                  
5 藤本・桑島（2009）の図 1－18－2 を基に作成。なお、この図は生産工程および製品構造の要素がとも
に 3 つずつの場合である。 
6 藤本・桑島（2009）では、ある種の医薬品や食品が例としてあげられる。 
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製品構造が特定できなければ、これらのうちどれが実際に該当するかについて判断するこ
とはできない。 
 
図 3 インテグラルな「工程―機能アーキテクチャ」の対応関係7
製品アーキテクチャのみが
インテグラル型 
工程―構造アーキテクチャ
のみがインテグラル型 
製品アーキテクチャと工程
―構造アーキテクチャとの
いずれもがインテグラル型 
生産 
工程 
製品 
製造 
製品 
機能 
生産 
工程 
製品 
製造 
製品 
機能 
生産 
工程 
製品 
製造 
製品 
機能 
○P1     ○    ○S1 F1   
 
F3  
○P1     ○S1     ○F1  
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製品アーキテクチャおよび工程アーキテクチャとあわせて重要なのは、生産する製品と
企業にとって所与となる「組織能力」との相性である。 
組織能力とは、個々の企業に特有な能力であり、市場競争において企業が存続するため
に必要な活動に係わる。 
組織能力には、次のような特徴がある。第 1 に、企業や組織ごとに異なる組織能力は文
字通り組織の属性であり、組織単位で形成・継承される。第 2 に、暗黙知的な要素によっ
て複雑に構成される組織能力は、模倣することが困難である。第 3 に、組織能力の構築過
程には、学習による計画的なものだけでなく、運や意図せざる行動の結果もしくは想定外
の変化による創発的なものも含まれる。 
各企業において多岐にわたる活動にかかわる組織能力のうち、開発や生産の現場で顕現
化するのが「ものづくりの組織能力」である。これには、顧客につながる設計情報の経路
の統御、現場における品質、リードタイム、生産性のように組織ルーチンが調整された体
系が該当する8。組織能力の類型としては、「統合型もの造りの組織能力」と、「組み合わせ
型もの造りの組織能力」とが想定される。 
また、ものづくりの組織能力の構造は、統合能力・改善能力・進化能力という 3 つの階
層で構成される9。統合能力とは、多能工化と多工程持ちとを体系化することによって、高
い水準で正味作業時間比率を維持する能力である。改善能力とは、生産現場の改善活動や
新製品の開発によって、生産工程および製品品質を継続的に向上させる能力である。進化
                                                  
7藤本・桑島（2009）の図 1－18－3 を基に作成。なお、この図は、生産工程、製品の構造、製品機能の要
素がともに 3 つずつの場合として図示する。 
8組織ルーチンについては、藤本（2001）の第 4 章、藤本（2003ｂ ）の第 2 章、藤本（2004）の第 2 章、
藤本・東京大学もの造り経営研究センター（2007）の第 2 部第 1 章を参照。 
9 3 階層の区分は、藤本（2004）に依拠した。なお、藤本（2003ｂ）では、ルーチン的なもの造り能力・
ルーチン的な改善能力・進化能力（能力構築能力）と区分されるが、両者は対応すると考えられる。 
能力とは、前述した二つの組織能力を、競争相手よりも早く構築する能力である。その本
質は、問題の発見とその解決とが繰り返される中で組織全体が学習し、組織能力の進化に
まで結び付けるという、事後的な対応力である。 
そして、製品アーキテクチャと組織能力との相性に基づいた具体的な戦略は、以下のよ
うに考えられる。例えば、統合型もの造りの組織能力が構築されてきた企業の場合、この
企業が得意とする製品は、インテグラル型アーキテクチャの製品である可能性が大きい。
よって、そうした現状認識から出発した戦略論の基本に立ち返るならば、アーキテクチャ
の得手不得手をはっきりと意識し、それに応じたメリハリのある対策を使い分けることが
定石となる。 
ただし、この場合には、苦手なアーキテクチャの製品を完全に捨てて、得意な製品のみ
に特化するという形の選択と集中も方法論として存在する。この方法は、小規模な企業で
あれば現実的な選択肢となりうる。しかし、ある程度以上の大企業になると、将来のため
に苦手なアーキテクチャから逃げることが困難になり、それなりに新たな組織能力を獲得
して、苦手を克服する必要が生じる。すると、企業自身の組織能力とアーキテクチャとの
相性に応じて、得意なアーキテクチャと苦手なアーキテクチャとを別々のアプローチで戦
略的に管理するアーキテクチャの両面戦略が重要になる。 
アーキテクチャの両面戦略とは、得意なアーキテクチャでは従来の組織能力をさらに拡
充し、苦手なアーキテクチャでは提携や自主学習によって組織能力を転換するという考え
方である。基本的には、アーキテクチャを所与として、組織能力の拡充や組み換えを図る
という、アーキテクチャに応じた組織の能力構築戦略を指す。具体例として、長年現場を
鍛えて統合型もの造りの組織能力を構築してきた典型的な日本企業の事例を考える10。 
 まず、得意な製品となる擦り合わせ型については、もの造りの組織能力の鍛錬を怠らな
いことが大前提となるが、それ以外にも、違いを分かってもらう仕掛けを組み込むことが
必要になる。なぜならば、日本の優良もの造り企業であれば、国際的に見ても高水準の組
織能力によって、性能や信頼性などの技術的な基準からのいい製品が生産できると想定で
きる。そして、産業財であるならば、評価基準や十分な知識を持っている買い手が購入し
てくれる。ところが、消費財になると、買い手となる消費者は、そのよさを確実に分かっ
てもらう仕掛けを考えなければ売れなくなる。要するに、擦り合わせ型の製品の良さを顧
客に伝える努力とそれに見合った値段で購入してもらう価格設定力といったものが必要に
なる。また、違いを分かった上で製品を購入してくれる顧客を育てていくという、ブラン
ド戦略的な努力も必要になる。 
一方、苦手なアーキテクチャとなるオープン・モジュラー型の製品の場合は、その製品
に合った組織能力を新たに身につける必要がある。そういう製品を生産するためには、事
前にインターフェースなどを周到に設計した上でその結合ルールに従う部品を寄せ集めて
                                                  
10 この事例とは逆になる、モジュラー寄りの経路に依存しつつ、アーキテクチャの両面戦略に成功した例
として、90 年代のアメリカ自動車産業をあげている。詳細については藤本（2004）の第 7 章を参照。 
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勝負することになる。このことから、必要となる組織能力は、システムを構想する能力や
採用する技術を選択する能力だと考えられる。システム構想能力とは、事前にいいインタ
ーフェースをデザインし、オープン・アーキテクチャそのものを創造する能力を指すが、
これには相当な構想力が要求される。よって、現実的には、一旦確立したオープン・アー
キテクチャを所与として、それを利用する能力である技術の選択能力が重要になる。 
ここまでみてきたアーキテクチャの対象は、製品構造が一定の対応関係によって定式化
される製品の生産様式についてである。そうなると、この次の段階で重要になるのは、競
争状態にある市場において、自社の製品が、顧客によってどのように位置づけられるかに
ついてである。つまり、顧客から見た製品の評価および競合製品との相違点を設定する必
要がある。 
このことに関しては、アーキテクチャの概念をこの点に適用することで、「アーキテクチ
ャの位置取り戦略」について考えることができる。具体的には、自社の製品・工程アーキ
テクチャである「中アーキテクチャ」と、顧客の製品・工程アーキテクチャである「外ア
ーキテクチャ」とを同時にみる。これによって、自社の製品・工程が、顧客や競争相手、
サプライヤーにとってどのような意味があるか、そして、より高い収益につながるパター
ンが見出せる。つまり、アーキテクチャの位置取り戦略では、自社の組織能力と市場環境
の構造とを前提として、アーキテクチャからみた位置取りが工夫される11。この戦略におい
て想定される位置取りをまとめると、下記の表 3 のようになる。そして、それぞれの位置
取りの特徴は、以下のように整理される。 
 
表 3 製品アーキテクチャの位置取り戦略12
   顧客製品の 
アーキテクチャ 
自社製品の 
アーキテクチャ 
 
インテグラル 
 
モジュラー 
（オープン） 
インテグラル 中インテグラル・ 
外インテグラル 
中インテグラル・ 
外モジュラー 
モジュラー 
（オープン） 
中モジュラー・ 
外インテグラル 
中モジュラー・ 
外モジュラー 
 
第 1 のパターンは、中アーキテクチャがインテグラル型であるだけでなく、外アーキテ
クチャもインテグラル型である。これが、｢中インテグラル・外インテグラル｣のタイプに
                                                  
11 より長期的な位置取り戦略もある。具体的には、アーキテクチャを始めとした技術体系や市場構造その
ものを改編し、自社に有利なアーキテクチャ的状況を創出するという能動的な戦略が該当する。 
12 藤本・桑島（2009）の 61 頁にある図 1－23、藤本（2003ｂ）の 270 ページにある図 12 アーキテクチ
ャの位置取り戦略および藤本（2007）の 29 頁にある図 1－1－4 を基に作成。 
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なる。この場合、製品は、特定の顧客向けに設計された製品として販売される。また、顧
客は相応の価格を支払う代わりにカスタム設計の部品や設備を設計・開発することを要求
する。 
この位置取りのメリットは、特定の顧客向けに設定された製品の開発および生産が、将
来において高収益につながる製品の開発に係わる基盤になりうる点にある。デメリットと
しては、いずれのアーキテクチャもインテグラル型であるために、設計および販売にかか
るコストの増加、不十分な量産効果、顧客側からの買い叩かれやすさ等が考えられる。よ
って、特許や囲い込み、ブランド等による価格設定力が一定以上の水準でなければ、高収
益は達成しにくい。 
第 2 のパターンは、中アーキテクチャがインテグラル型である一方で、外アーキテクチ
ャがモジュラー型である。これが、｢中インテグラル・外モジュラー｣のタイプになる。こ
の位置取りでは、中アーキテクチャがインテグラルであるので、設計費用はかかる。だが、
汎用部品として販売できるために、量産効果があがりやすく、特定の顧客に買い叩かれる
恐れも減少する。 
ただし、この位置取りで利益を出すためには、業界標準としての地位を確立して、累積
生産量でライバルを圧倒することが必要となる。よって、統合型もの造りに関する組織能
力に自信のある企業ならば、その力を活かして、技術力を必要とするインテグラル型汎用
部品の分野に参入してトップの製品を育てるか、もともと外インテグラルだったカスタム
品を標準部品として顧客に認知させ、外モジュラーの位置へ移動するのが、この位置付け
で利益を出すための戦略として考えられる。 
第 3 のパターンは、中アーキテクチャはモジュラー型だが、外アーキテクチャがインテ
グラル型である。これが、｢中モジュラー・外インテグラル｣のタイプである。ここで求め
られるのは、社内共通部品および業界標準部品の組み合わせに基づく競合企業に勝るコス
ト構造の実現と、顧客の特殊なニーズへの対応である。そのため、設計費用は節約できる
が、営業にかかる費用が増加する。 
この位置取りで安定した収益を得るための工夫としては、①内部構造の工夫による部品
が共通化された不変部分とカスタム化のニーズを担う可変部分との区分、②製品構造の各
階層における中インテグラル・外モジュラー戦略と中モジュラー・外インテグラル戦略と
の組み合わせ、③顧客がカスタム化された製品と認識する仕掛け、という 3 種類が考えら
れる。 
第 4 のパターンは、中アーキテクチャと外アーキテクチャとのいずれもがモジュラー型
の場合であり、「中モジュラー・外モジュラー」のタイプになる。 
この位置取りでは、製品や工程の質的な面での差別化が困難なため、設備の規模や稼働
率、事業の急速な展開能力やコスト面での競争力を競いがちになる。そうなると、統合型
のもの造りシステムを持つ典型的な日本企業が保有する、きめ細かい開発や生産、購買や
営業による質の勝負には持ち込みにくい。 
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よって、この位置取りで成功を目指すためには、一方で設計合理化による共通部品や標
準部品の活用を図りながら、完成品をモジュラー型の標準品として販売するという、二重
の量産効果を目指す必要がある。具体的には、1 社か 2 社位しか残らないところまで粘って
残存者利益を拾おうとしたり、コスト面で有利になる海外拠点を展開したりすることが考
えられる。また、海外展開の体制を確立した上で、統合型ビジネスとの組み合わせを図る
という方法もありうる。 
ここまでみてきたアーキテクチャの位置取り戦略の目的は、自社にとってより良い成果
を得ることにある。この時基本になるのは、自社が現在保有している組織能力と市場構造
とを前提にした位置取りだが、より長期的な位置取り戦略もある。具体的には、アーキテ
クチャを始めとした技術体系や市場構造そのものを改編し、自社に有利なアーキテクチャ
的状況を創出するという能動的な戦略が該当する。 
ところで、アーキテクチャの位置取り戦略からは、それぞれの位置取りでの対処の仕方
があるようにみえる。しかし、それぞれの位置で最善の方策を実行できたとしても、結果
としての利益水準には自ずと差が出ると考えられる。それだけでなく、現代の企業は多く
の場合、複数の製品や事業を持っており、それらを束ねた全体としての組み合わせが、企
業全体の組織能力や収益性に影響を与える。よって、ある位置取りでは組織能力を鍛え、
別の位置取りでは組織能力の活用を図るというように組み合わせて、全体で長期的に組織
能力と収益性をバランスよく高める戦略の構築が求められる。つまり、アーキテクチャを
組み合わせる一種のポートフォリオ戦略が必要になる。 
例えば、あるアーキテクチャの位置取りが他よりも儲かることが分かっていることに加
えて、自社がその位置取りを占める条件が揃っているとする。それでもなお、長期的な視
野に立つと、この位置取りに特化することが最善とは限らない。なぜならば、事業間の技
術や知識の移転などの効果が予想される場合には、あえて複数のポジションを占めるポー
トフォリオ戦略の有効性を考慮することが必要になるからである。つまり、自社製品群の
アーキテクチャ的な位置取りの組み合わせを考えることが重要になる13。 
本節における議論には、2 つの論点が残る。1 つは、アーキテクチャの確立過程における
科学・技術的なイノベーションに由来する複雑性である。もう 1 つは、工程―機能アーキ
テクチャにおけるブラックボックスに相当する部分、つまり、不完全な製品構造の解明方
法である。これらの論点を考察するために、次節では、藤本隆宏による「2 段階設計プロセ
ス」および中馬宏之による「事後モジュラー性」概念についてみる。 
 
                                                  
13 藤本・東京大学ものづくり経営研究センター（2007）では、シマノの事例が提示される。シマノは、業
界標準を獲得している多段式のギアコンポーネントに集中する一方で、冷間鍛造の自動車部品の生産を行
っている。中インテグラル・外インテグラルに該当する自動車製品事業では、収益性が低い代わりに、も
の造りの組織能力が鍛えられる。そして、そこで培った技術が自転車事業の競争優位を支えている。つま
り、中インテグラル・外インテグラルと、中インテグラル・外モジュラーというアーキテクチャのポート
フォリオが成立し、前者から後者への技術知識の移転が起こっているとみることができる。 
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３．「事後モジュラー性」概念に基づくアーキテクチャの確立過程 
 
本節では、藤本隆宏が提示する「2 段階設計プロセス」と、アーキテクチャ概念の補完概
念になる「事後モジュラー性」の概念を提示する中馬宏之の研究成果を対比させる14。その
上で、効率的な開発過程に求められる要素について考察する。 
まず、2 段階設計プロセスにおける解の求め方には、事前の因果情報による解析的方法と
試行錯誤的な方法とがある。ここで、解析的手法で用いられる一般的な因果知識を科学的
知識、試行錯誤的な方法に使われる文脈特殊的な因果知識を現場的知識とする15。すると、
①機能簡潔部品を組み合わせたモジュラー製品、②主に現場的知識によって設計パラメー
タ調整が行われる現場擦り合わせ製品、③主に科学的知識によって設計パラメータ調整が
行われる科学的擦りあわせ製品という、アーキテクチャ概念を加えた 3 種類の製品タイプ
が想定できる。 
設計プロセスの概観は、以下のように素描できる。 
因果関係に関する知識（A）が完全である場合、目標機能Ｙを与えれば、構造設計パラメ
ータの最適値（Ｘ）を見つけることが出来る。これは機械的な机上計算プロセスであり、
相対的に速く、一般に公開された科学的知識に依存するため企業間では差が出にくい。そ
こで、机上計算１ステップごとの計算時間を企業に関わらず等しくなる（ｔ）と仮定する。
すると、ある設計解を得るスピードは、単純に構造パラメータ数の（Ｎ）と１ステップあ
たりの計算時間（ｔ）の積（Ｎ・ｔ）になる。これが科学的な擦り合わせ（integration before 
doing）のケースである。 
しかし、現実には、科学的知識（Ａ）が部分的にしか解明できていない場合が多い。そ
れでも、部分的な因果知識（Ａ’）に基づいて、不完全な解を机上計算で得ることは可能で
ある。また、その結果を初期値として、その先は試行錯誤で最適解に漸近するというやり
方は、現実の設計プロセスでもしばしば見られる16。 
いずれの場合でも、現場的知識を用いた試行錯誤によって、最適設計に漸近できる。つ
まり、ある部分を担当する設計者が、文脈的な技能や知識に基づきつつ、他の設計者の暫
定解を前提として担当箇所を操作する。それから、擦り合わせの結果生じた（Ｙ）の動き
から最適の設計解に漸近する。解の収束までの時間は、初期値（ｘ’）から最適値（Ｘ）へ
の収束までに必要な試行数（Ｍ）と、１試行あたりのリードタイム（ｔｊ）との積である
（Ｍ・ｔｊ）で示すことができる。 
ただし、真の因果構造（Ａ）のうち、一部の変数に関する情報しか分からないことがあ
                                                  
14 本節における 2 段階設計プロセスに関しては主として藤本（1997）の第 3 章および藤本（2005）、事後
モジュラー性に関しては主として青木・安藤（2002）の第 8 章および中馬（2004）に依拠する。 
15 このような知識の分類に関しては、青木昌彦による「機能的技能」および「文脈的技能」という類例が
ある。詳細は青木（1995）を参照。 
16 暫定的な科学的擦り合わせの結果得られる初期値が、最適解にどれほど近づいているのかは、科学的擦
り合わせにおいて重要な変数がどれほど見逃されているかによって異なる。 
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る。その場合、現実的な設計プロセスとは、まず既知の科学的知識（Ａ’）を前提に、科学
的な擦り合わせが部分的に行われる。その後、得られた暫定解を初期値として、次に現場
的知識を主に用いた試行錯誤が行われるという 2 段階のプロセスによって、最適な設計解
に接近する。 
そして、科学的解析の能力である（Ｎ’）が大きくなるにつれて、最適解（Ｘ）に近い初
期値（ｘ’）から出発できると考えられる。このとき、収束までの回数を（Ｍ）とするなら
ば、平均的な日本企業（Ｊ企業）はリードタイム（Ｍ・ｔｊ）、平均的な米国企業（Ａ企業）
は（Ｍ・ｔａ）で解に収束する17。 
あわせて、設計パラメータの調整過程をみる。各構造の設計に関して、それぞれ専門に
行うＮ人の技術者がチームとして問題解決を行う状況を想定する。このとき、現場技術者
には「限定された合理性」が課される。これは、完全な因果知識によって解析的に解を求
めることができないことを意味する。また、最適解に迫る過程に試行錯誤の段階を想定す
る。このとき、構造パラメータと設計パラメータとの間の因果関係について完全情報を持
たないＮ人の設計者は、自分自身が操作できる構造を動かしてから、その結果である機能
設計パラメータの変化の観測後に次の設計変更に移行する。 
この際に、二人の設計者によって同時に設計パラメータが動かされると、行き違いから
混乱しかねない。この事態に対処するために、一方の設計者の暫定解が一時的に固定され
る。その上で、自分が担当する設計パラメータを操作する。結果が出た後に、それを基に
して、もう一人の設計者がパラメータを動かす。このように、交互に設計パラメータが調
整される過程は、擦り合わせ型の製品設計でみられる慣行であり、これが繰り返されるこ
とによって、最適な設計解が模索される18。換言すれば、設計パラメータの調整過程では、
一定の条件下で、連続的な手続きによって、均衡解へと収束する。均衡解に到達したかど
うかの判定基準は、パラメータが想定した一定の範囲に収まるかどうかである。 
このように、同時並行的に行われるように見える相互調整の過程も、連続的なやり取り
の応酬と捉えることができる。また、試行錯誤的な設計調整の速度は、組織内・組織間に
おける情報の共有度に影響される。よって、長期雇用・長期取引慣行が確立された戦後日
本企業では、情報の共有度は高くなる。それ故に、Ｊ企業の試行錯誤的な設計速度（ｔｊ）
は、Ａ企業の設計速度（ｔａ）よりも速いと想定される。さらに、科学的知識によって解
への接近にかかる時間（ｔ）が、実物試作を伴わない思考実験や計算で済むために、短時
                                                  
17 A企業は、アメリカの企業を念頭に置いた理念型である。現場の組織は移民を即戦力とするための分業が
重視され、企業内の情報共有が専門家の狭い範囲に留まる。その反面、A国は市場機構やオープン・ネット
ワークが発達しているために、広範囲にわたって科学的知識（汎用知識）が共有される。これに対して、
戦後日本企業を想定した理念型であるJ企業では、長期にわたる雇用および取引慣行が発達した。その結果、
現場の組織が深い現場的知識を持つだけでなく、現場組織内および組織間で共有される。その一方で、J
国の市場においては、A国ほどオープン・ネットワークが発達していないために、科学的知識の共有が長期
取引の対象となる現場組織間に限定される。 
18 藤本は、この過程を、「試行錯誤の設計パラメータ調整プロセス」とよぶ。詳細は、藤本（2005）の 539
頁を参照。 
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間かつ企業間での差がないと仮定する。すると、試行錯誤に係わる一回あたりの時間の違
いは、（ｔ＜ｔｊ＜ｔａ）と想定される。 
要するに、戦後の日本企業が長期雇用や長期取引に基づく統合型の組織能力を蓄積する
傾向があったという過去の歴史の観察から、ここで日本企業のほうが 1 回あたりの組織的
試行錯誤の速度が速いことを示す（ｔｊ＜ｔａ）と仮定しても大過はない。 
科学的接近と現場試行錯誤的接近とから構成される 2 段階設計プロセスの場合、最適設
計解にいたるまでの期間、つまり設計リードタイム（Ｔｊ）は、 
Ｔｊ＝Ｎ・ｔ＋Ｍ・ｔｊ          …（1.1） 
になる19。 
ここで焦点になるのは、解の収束に必要な試行錯誤数（Ｍ）の値である。既に解析的に
決定済みの構造パラメータが試行錯誤の逆影響を受けないというケースでは、各部品の構
造設計を担当するＮ－Ｎ’人の構造設計者が、他の設計者の暫定的な設計解を前提とした
上で、Ｎ－Ｎ’個の構造パラメータをＮ－Ｎ’個の機能パラメータに関する最適化が試み
られる。この場合、１機能あたりＮ－Ｎ’回の実験評価をＮ－Ｎ’個の機能に関して繰り
返して解を収束できるなら、試行数Ｍは少なくとも（Ｎ－Ｎ’）²回となる20。 
このプロセスに基づくと、ｊ企業で設計解の収束までの時間は、 
Ｔj＝Ｎ・ｔ＋（Ｎ－Ｎ’）²・ｔｊ        …（1.2） 
になる。 
このとき、他の条件が一定ならば、Ｎ個の部品からなる擦り合わせ型製品において、挙
動が未知のモジュールの数（Ｎ－Ｎ’）が大きいほど、Ｊ企業の設計時間（Ｔｊ）の、Ａ企
業の設計時間（Ｔａ）に対する比率は小さくなる傾向にあり、Ｊ企業が設計コストに関す
る比較優位を持ちやすくなる。さらに、仮に科学的解析の能力（Ｎ’）の値が企業に関わら
ず一定だとすれば、Ｎが大きいほど、つまり当該製品が複雑であるほど、Ｊ企業の設計コ
ストの比較優位は大きくなる。 
これに対して、製品がモジュラー的な場合、試行数はＭ＝Ｎ（逐次処理の場合）あるい
はＭ＝１（並行処理）となりやすい。つまり、Ｍが小さくなるに従って、ＴｊとＴａの比
率は１に近くなる。この場合、Ａ国の企業が設計コスト上の比較優位を持ちやすくなる。 
ここまでの議論は、以下のように定式化される。 
Ｎ個のモジュールで構成されるモジュラー製品の場合、各設計者によって逐次的に模索
されたとしても、Ｎ回で最適値が見出される（Ｍ＝Ｎ）。また、Ｎ人が同時並行的に解くな
らば、1回で解が求められる。つまり、完備された科学的知識に基づいたモジュラー製品の
設計時間は、ｔ～Ｎｔの間で規定される。仮に、各設計者が独立した状態で、科学的方法
から試行錯誤の順に個別の解が収束させると想定するならば、Ａ企業の最短時間は（ｔ＋
                                                  
19 このｊは企業を示す。 
20 実際には、両者のための相互調整が追加的に必要になると考えられるので、Ｍ＝（Ｎ－Ｎ’）²という推
定は、実際より低めの推定である可能性が大きい。 
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ｔａ）、Ｊ企業は（ｔ＋ｔｊ）で最適な設計解に収束する。 
これに対して、Ｎ個のモジュールで構成されるインテグラル製品の場合、科学的知識の
比重によって状況が異なる。科学的知識によって部分的に解明されると仮定するならば、
解かなければならない範囲は、（Ｎ－Ｎ’）である。このとき、既存の科学的知識から初期
値（ｘ’）を求めた上で、現場的知識に基づく試行錯誤が行われる。初期値（ｘ’）と真の
解（Ｘ）との距離の近さは一概には言えない。どの変数が見落とされるかによって異なっ
てしまうからである。その上で推定するならば、試行錯誤で埋めなければならない距離（Ｘ
－ｘ’）は（Ｎ－Ｎ’）、試行錯誤の回数Ｍは（Ｎ－Ｎ’）²の関数として捉えることができ
る。したがって、設計リードタイムの合計は、Ａ企業（Ｔａ）およびＪ企業（Ｔｊ）でそ
れぞれ、 
Ｔａ＝{Ｎ’ｔ＋（Ｎ－Ｎ’）²ｔａ}        …（1.3） 
Ｔｊ＝{Ｎ’ｔ＋（Ｎ－Ｎ’）²ｔｊ}        …（1.4） 
となる。 
そして、比較優位の目安として、Ａ企業とＪ企業との設計リードタイムの比を捉える。
すると、モジュラー型の製品では、 
Ｔｊ/Ｔａ＝（ｔ＋ｔｊ）/（ｔ＋ｔａ）      …（1.5） 
である。（ｔｊ）と（ｔａ）との差が大きくないならば、この比は 1に近い。 
これに対して、インテグラル型の製品の場合、Ｊ企業とＡ企業との設計リードタイムの
比は、 
Ｔｊ／Ｔａ＝{Ｎ’ｔ＋（Ｎ－Ｎ’）²ｔｊ}／{Ｎ’ｔ＋（Ｎ－Ｎ’）²ｔａ} …（1.6） 
となる。すなわち、 
Ｔｊ／Ｔａ＝［ｔ＋｛(Ｎ－Ｎ’)²/Ｎ’｝ｔｊ］／［ｔ＋｛(Ｎ－Ｎ’)²/Ｎ’｝ｔａ］…（1.7） 
である。この値は、モジュラー型の製品よりも小さい。また、他の条件が一定ならば、製
品構造が複雑かつ現場的知識の比重が大きい、つまり、（Ｎ）が大きいとともに（Ｎ’）が
小さくなるにつれて、この値が小さくなる。 
藤本が提示する 2 段階設計プロセスをまとめると、試行錯誤の際の設計スピードである
（ｔｊ）の値の違いによって、比較優位が発生し、国際分業が生じる21。そして、製品費用
が生産費用と設計費用の総和であり、設計リードタイムが設計費用に反映すると仮定する
ならば、設計費用上の比較優位は、擦り合わせ製品の場合に存在するだけでなく、複雑な
擦り合わせ製品、現場的知識に依存する擦り合わせ製品の場合に大きくなると考えられる。
この仮定のもとでは、すべての製品においてある企業の設計スピードおよび設計費用で勝
っていたとしても、比較優位説によって、国際分業が生じることになる。 
これに対して、アーキテクチャ論が何らかの補完概念で拡張される必要性が示唆される
とする中馬は、その補完概念として「事後モジュラー性」という概念を主張する。 
                                                  
21 モジュラー型製品においてのシステムを構築する能力や、モジュールを選択する「目利き能力」につい
ては、数式で定義されていない。 
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従来は、半導体露光装置の分野でオランダのASML Holding N.V.社が台頭した背景につ
いて、「フィリップス社の電子系とツァイス社の光学系がうまく組み合わされるASML社製
品のモジュラー性に起因する」と説明されることが多かった22。製品設計にモジュラー性が
導入されるということは、設計上の明確な事前の切り分けによって製品の全体性能が各基
幹ユニットの性能保証によって自動的に保証される状況が実現されることを意味する。 
このようなモジュラー設計思想が付与できるならば、①対処可能な複雑性の範囲の拡大、
②同時並行開発・生産・アウトソーシングによる対処可能なビジネス・リスクの範囲の拡
大、③同時並行開発・生産による各種リードタイムの短縮、というようなさまざまな便益
が享受できる23。 
しかしながら、極めて高水準の性能が求められる半導体露光装置のような製品の場合、
事前モジュラー性を付与することは極めて困難である。なぜならば、露光装置全体では、
各基幹ユニットが許容する精度限界を超えた水準で精度が求められるからである。このこ
とは、全体の静的および動的な機体差などを考慮しつつ微調整が施される量産段階にもあ
てはまる。しかも、ASML とツァイス、フィリップスとが排他的な契約によって緊密に結
び付く状況からは、上記の②や③の便益を効果的に享受しているとは考えにくい。 
ならば、ASML 社製の半導体露光装置を特徴付けるモジュラー設計の思想は、どのよう
に捉えるべきなのか。この論点に関して中馬が提示するのが、「事後モジュラー性」の概念
である。 
例えば、複雑な現象に直面し、打開する手段が模索される状況を想定する。このとき、
錯綜する要因間に「基本構図」が漠然とでも見出せるならば、この状況から抜け出す手が
かりが得られる。しかも、そのような基本構図が、抽象度別に一目瞭然化される度合いが
高くなるにつれて、より多くの人々が同じ視角から本質を捉えやすくなる。このことによ
って、より多くの人々の知恵の結集が可能になる。 
上記の意味から見出せる基本構図は、モジュラー構造としては不完全である。しかし、
その背後にあるロジックは、モジュラー設計の思想そのものである。このような不完全な
モジュラー設計の思想は、複雑性の錯綜度合いが向上するにつれて、一目瞭然化の便益が
より多くもたらされる。中馬は、このような不完全なモジュラー設計の思想が事後的にも
たらす一目瞭然化の便益を「事後モジュラー性」と呼ぶ。 
事前モジュラー性と事後モジュラー性とを比較して見出せることは、以下の通りである。
事前モジュラー性の前提は、完全なモジュラー設計の思想であり、それによってもたらさ
れる数々の便益である。そのため、適用可能な対象は、既に解析および制御手法が確立さ
                                                  
22 ASML Holding N.V.社のN.V.とは、オランダ会社法上の公開会社のことである。以下では、ASML社と
表記する。 
23 ただし、このような便益に関しては、モジュラー設計思想が、｢製品の全体性能が各基幹ユニットの性能
保証によって自動的に保証される｣という点が完全である必要がある。なぜならば、完全であれば、各基幹
部品間のインターフェースが公開されるオープン化が可能だからである。中馬は、このような意味でのモ
ジュラー設計思想がもたらす便益を「事前モジュラー性」と呼ぶ。 
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れた「枯れた」技術である。これに対して、事後モジュラー性が見出せる半導体露光装置
のような未知かつ高度な複雑性が包含される分野では、そもそも完全なモジュラー設計の
思想は望めない。それにもかかわらず、上記のような複雑の装置の開発・生産においてこ
そ、より広範囲の人々の知恵を結集させるための仕組みを必要とする。 
中馬は、ここまでみてきた事後モジュラー性の概念に基づいて、アーキテクチャ論の拡
張を試みる。具体的には、完成品に具体化された設計思想の役割と、それが試行錯誤の反
復によって完成にいたるまでの過程で具体化された設計思想の役割との峻別である。 
半導体露光装置は、たとえ ASML 社製の装置であっても、完成品としてみるならば、極
めてクローズドかつインテグラルな製品である。ところが、製品が完成されるまでのプロ
セスからみると、外部から分かりにくいという意味での閉じたインターフェースでは、企
業間のみならず企業内で知識が結集される速度すらあげられない。この速度を上げるため
には、社内外のさまざまな専門家間でのコミュニケーションの効率を向上させなければな
らない。そのために必要不可欠な方法が、不完全であっても一目瞭然化の便益の活用を図
るモジュラー設計の思想である。このようなコミュニケーション便益が高くなればなるほ
ど、より迅速かつより精緻に最適なモジュラー設計の思想に到達できる。その成果が、ク
ローズドでインテグラルな製品に具現化されたより完成度の高いモジュラー設計の思想で
ある。 
以上の、中馬による指摘から、藤本は 2 段階設計モデルの再解釈を行う。 
まず、半導体露光装置産業の状況について説明するために、日本企業と比較したときに、
欧州企業である ASML 社の方が、広範な科学者ネットワークに依存した科学的知識の幅が
広いとする。それによって、科学的に解析している変数である（Ｎ’）の数が大きいと仮定
する。 
このとき、多くのモジュール構造によって構成される半導体露光装置は、極めて「擦り
合わせ度」が高い製品である。また、上記の仮定から、日本では、長期的な関係に基づい
て科学的知識が探求される。これに対して、オランダでは、半導体製造装置企業、半導体
材料企業、半導体企業、大学等で幅広い科学的知識の共有が特徴になる。したがって、Ａ
企業の科学的知識の範囲（Ｎ’ａ）は、Ｊ企業の科学知識の範囲（Ｎ’ｊ）よりも大きい
可能性がきわめて高い。 
半導体露光装置のように製品を構成するモジュールの数（Ｎ）が極端に大きな擦り合わ
せ製品の場合、事前の科学的な設計活動の強化による（Ｎ’）を拡大することで、（Ｎ－Ｎ’）
の値が一定の値以下に抑制する必要がある。なぜならば、この条件が満たされないと、現
場の調整能力が高い企業であっても対応が困難だからである。これが、日本企業が陥った
競争力の低下要因の一つではないかと藤本は推測する。 
つまり、ASML 社の場合、Ｎ’が大きいために（Ｎ－Ｎ’）の値が十分に小さくなる。そ
の結果、試行錯誤段階の初期値である（ｘ’）と最適値である（Ｘ）との距離が近い。その
一方で、日本企業は、試行錯誤段階の設計速度である（ｔｊ）は、ＡＳＭＬ社の設計速度
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（ｔａ）よりも速いかもしれない。しかし、科学的知識の探索範囲である（Ｎｊ’）が小さ
いために、初期値の（ｘ’）と最適値である（Ｘ）と距離が大きく乖離しがちになる。それ
故に、速い調整速度でも最適値までの距離が離れすぎた日本企業が、遅い調整速度にもか
かわらず最適値に十分近い地点から試行錯誤するオランダの企業に負ける状況が想定でき
る。 
前述の定式化からみると、Ａ企業およびＪ企業における調整速度は、それぞれ 
Ｔａ＝{Ｎ’ｔ＋（Ｎ－Ｎ’）²ｔａ}        …（1.8） 
Ｔｊ＝{Ｎ’ｔ＋（Ｎ－Ｎ’）²ｔｊ}        …（1.9） 
である。 
このとき、たとえ（ｔｊ＜ｔａ）であっても（Ｎ’ａ＞Ｎ’ｊ）であるならば、Ｔｊと
Ｔａとの値が逆転することが生じうる。この事態が生じやすくなる条件として考えられる
のは、以下の 2 つである。1 つは、（Ｎ）の値が大きい複雑な製品である。もう 1 つは、潜
在的に科学的な擦り合わせの度合いが大きい、（Ｎ’）の値が相対的に大きい製品の場合で
ある。つまり、インテグラル型製品の「2 段階設計プロセス」において、1 段階目である科
学的な設計パラメータ探索範囲に関する企業間格差が、2 段階目の試行錯誤による設計調整
に係わる企業間の速度差を上回る場合には、インテグラル型の製品であってもＡ企業がＪ
企業より競争優位に立つ可能性がでてくる。ここから見出せるのは、「極端に複雑な擦り合
わせ製品」の（Ｎ）が大きくなるほどに逆転劇が起こりやすくなるというパラドックスで
ある。 
両者の議論を対比することで、以下の 2 点が見出される。 
第 1 点は、製品の開発段階における「2 段階設計プロセス」は、科学的知識による段階と
現場的知識に基づく試行錯誤の段階とによって構成される。これらは、開発システム全体
の中で相互に関連づけられるので、個別にみるだけでなく、相互の関連についても考察し
なければならない。よって、いずれかの能力の高さというよりも、それらの能力が組み合
わされた結果としての開発能力が重要である。 
ただし、複雑な人工物の階層性には留意しなければならない。製品であっても工程であ
っても、複雑な人工物は階層的なシステムであり、各階層によってアーキテクチャ特性は
異なりうる。つまり、製品全体としてのマクロアーキテクチャは、全体からみた平均的な
性質であり、個別の設計者が直面するミクロアーキテクチャの性質は、階層によって異な
る性質を呈することがありうる。 
第 2 点は、労働者が保有する技能の汎用性に係わる組織形態の要素である。この点は、
半導体露光装置産業における日本企業とオランダの企業とを比較することによって考察で
きる。 
日本企業とオランダの企業との間にみられる相違点は、開発時に連携する範囲である。
日本企業の場合、特定のデバイスメーカーや関連装置メーカーと戦略的提携を行うことは
あるが、一定の範囲に留まりがちである。その結果、関連する部署にまたがる統合的な知
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識やノウハウを有した統合型人材が多く育成された。 
これに対して、ASML 社の場合、自社で行うシステム設計以外の研究開発機能は、外部
研究機関に全面的に依存している。また、SPIE（国際光工学会）や研究機関における人材
交流が可能になる「出会いの場」を有する。 
さらに、日本企業と比較するときの装置構造の一目瞭然性が、モジュラー設計の思想に
よって高められる。露光装置自体は、極めてインテグラルかつクローズドな性質である。
つまり、設計上の事前切り分けによる基幹ユニットごとの性能保証だけでは、設計上の全
体機能が達成できない。むしろ、露光装置全体が求める限界精度は、各基幹ユニットが許
容する精度限界を超えるので、基幹部品間のインターフェースは固有のものになる。この
状況に対して、ASML 社は、露光装置の開発・量産過程で、不完全なモジュラー設計思想
が事後的にもたらす一目瞭然化便益が追及される。 
これらの相違は、急速に複雑性が高まる産業では、関連する専門人材を広範囲に駆使す
る総動員型の組織経営が必要不可欠なことを示唆する。そのために必要なのは、組織内外
の状況の変化ならびにそれに直面する人々の知識やノウハウが高度に一度に一目瞭然化・
共有化された組織である。また、複雑性の程度が一定以上に達すると、統合型の人材が保
有する知識やノウハウを個別に使用するだけでは対処が困難な水準にまで到達する。つま
り、既存の統合的知識やノウハウの抽象度を、従来よりも高いレベルで共有化およびネッ
トワーク化することで、新たな統合的知識が生み出されることが必要である。 
本節の議論からは、ある論点が導かれる。それは、開発と生産との関係が変動した場合
にどのような変化が考えられるかという論点である。なぜならば、本節の議論における開
発と生産との関係は、与件としてみなせるからである。それだけでなく、両者のどちらが
優位かという、いわゆる力関係については議論の主たる対象としていない。そこで、次節
となる第 4 節では、開発と生産との関係が変動した状況について考察した青島矢一と武石
彰とによる分析の成果をみる。具体的には、「製品プル型」と「デバイスプッシュ型」とい
う概念について整理する。その上で、これらに関する議論から得られる成果を吟味する。 
 
４． 「製品プル型」と「デバイスプッシュ型」 
 
本節では、前節の議論から見出された論点を考察する。そのために、青島矢一、武石彰、
マイケル・Ａ・クスマノによる研究成果について吟味する。彼らが試みたのは、日本企業
の強さと弱さに関連する要因を見出すことである24。その成果のうち、本稿が着目するのは、
「製品プル型」から「デバイスプッシュ型」へと言うべき産業構造の変換が水面下で進行
しているという本質的な問題である。そこで、本節では、「製品プル型」と「デバイスプッ
シュ型」とに関して、それぞれの特徴をみる25。その上で、両者を対比することによって、
                                                  
24 この点に関する分析の詳細は、青島・武石・マイケル（2010）の第Ⅱ部を参照。 
25 本節における製品プル型およびデバイスプッシュ型に関する議論の詳細は、前掲書の第 8 章を参照。 
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産業との相性ならびにその条件を見出す。 
まず、製品プル型とデバイスプッシュ型との特徴について整理する。 
製品プル型では、特定の最終製品に合わせて材料や部品の技術が開発・集約される。そ
のため、完成品を扱う企業が、全体の開発活動をコントロールする形でシステムが形成さ
れる。完成品とは、顧客の要求する価値の実現に向けて、複数の機能がパッケージ化され
た 1 つの解である。その発展様式は、新製品の開発過程と関連する。具体的には、新製品
は、顧客価値や機能、技術に関する組み合わせのなかから、従来存在しなかった新たな組
み合わせを定義するものとして提示される。新製品が提供する顧客価値や機能を実現する
技術要素の大枠が決まった後は、それらを実現するための技術開発・製品開発が進められ
る。このとき重要になるのは、顧客価値がどれだけ忠実に実現されるのかである。 
これと同様に関連するのが、産業発展の段階である。初期段階で一般的なのは、他の産
業で利用された汎用的な部品や材料を集めて製品をまとめる方法である。この過程で、要
素技術や設計技術、設計を実現するための生産技術や製造ノウハウが、特定の顧客価値を
実現する方向で専門化される。ここで重要になるのが、特定の製品機能に関する技術開発
の方向性が、より忠実に実現される方向へと揃えられることである。換言すれば、材料開
発から部品開発に加えて、製品設計や生産設備に至るまでの製品開発活動のすべてが、顧
客の求める機能を実現する方向に同期化する能力である。 
この能力を確立するために有利な立場にいるのは、最終顧客に接している完成品企業で
ある。要するに、特定の最終製品に関して、あらゆる技術要素や開発努力が集約されるよ
うな産業システムが有効に働くことが、製品プル型産業システムの本質である。 
システムの発展方向に関しては、当初は、部品開発から完成品の生産までが垂直統合し
て内部化される方向に進むことが多い。その後、市場規模が拡大すると、製品に内包され
る技術レベルか高度化する。それに従って、1 つの企業では賄いきれなくなる。その結果、
川上の材料や部品および製造設備の開発・生産等を担当する独立した企業体が出現する。
それ故に、完成品企業に求められるのは、提携先の外部企業の活動も含めて、最終の顧客
価値を実現する方向に向かうためのマネジメント能力である。 
まとめると、製品プル型の産業システムが有効な場合、顧客が製品から得る価値やそれ
を実現する機能そのものは、大きな変化を受けていない26。また、このシステムは、特定の
顧客のニーズを忠実に満たそうとする過程で強化される。それ故に、製品プル型にとって
重要なのは、顧客価値および製品機能を所与とした上で、要素間の擦り合わせによって、
他社よりも忠実にそれらを実現する能力である。それが反映されたものとしてあげられる
のが、製品開発における「擦り合わせ能力」、生産工程における品質の作りこみ能力、サプ
ライヤーを含む企業間関係のマネジメント能力等である。要するに、製品プル型の産業シ
ステムでは、安定した最終製品の境界を前提として、顧客の要望に応えられるように部品
                                                  
26 これにあてはまる産業としてあげられるのは、日本企業にとっての自動車産業である。 
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開発や材料開発の最適化ならびに同期化が図られる。そのため、顧客に対して個別に最適
化する水準が、この産業システムにおける企業の優劣を左右する。 
しかし、特定の顧客価値に関して極めて高度に実現しようとすると、異なる顧客の間に
みられる要求の差異が無視できなくなる。このとき直面するのが、特定の顧客に忠実に適
応することと、多様な顧客に適応することとの間に発生するトレードオフの問題である。
それ故に、企業は、量産効果の維持と、顧客ニーズに適合した製品の供給とを両立させる
方法を模索する。 
考えられる方法は、マスカスタマイゼーションとプラットフォーム化である27。このとき、
企業にとって重要なのは、2 つの能力である。1 つは、多様な顧客に共通する価値と、その
価値に対応する普遍的な機能を定義する能力である。もう 1 つは、その機能を実現する具
体的なユニットを構築する能力である。これらの「抽象化能力」は、製品プル型における
擦り合わせ能力とは性質を異にする。それどころか、相容れない部分さえある。なぜなら
ば、共通部分の抽出対象が拡大されるにつれて、対象内の顧客価値に対する忠実度が犠牲
にされるからである。 
抽象化に係わる活動では、最終顧客に要求に関する詳細な把握は、第一義的には求めら
れない。それよりも、そこに普遍的に存在する共通価値や機能の把握がより重要になる。
そのため、普遍的な機能について、効率的に再定義できる柔軟性を備えた産業システムが
優位になりやすい。よって、上記のシステムでは、物理的な製品の境界に加えて、抽象的
な機能の境界に関する変化によって新たな価値が生み出される。このとき、変化する顧客
ニーズと新たな技術とを対応させるように、製品やユニット、部品や上位システム等が継
続的に再定義される。この再定義の有効性が企業の優劣を決定する。すなわち、材料や部
品に関する技術開発によって実現可能となる機能に合わせて、特定の最終製品が規定され
る。青島や武石、マイケルは、このようなシステムを、デバイスプッシュ型産業システム
と呼ぶ。このシステム下では、最終製品市場に近い完成品企業が有利とは限らない。その
ため、完成品企業と部品企業との間で、分業の境界が曖昧になる。 
次に、製品プル型およびデバイスプッシュ型の産業との相性について考察する。青島達
による分析の起点は、製品プル型の産業システムで必要とされる強みが、日本企業に共通
して観察されるという単純化である。この場合、ある特定の産業における製品プル型の産
業システムの相性は、産業システムとの適合性もしくは有効性の差異として捉えられる。
つまり、日本企業が競争優位とみられる産業ならば、製品プル型が有効に機能する。その
一方で、凋落の著しい産業では、この産業システムが発展の足枷になったと考えられる。
                                                  
27 マスカスタマイゼーションでは、多様化した顧客価値の中で共通する部分が抽出されて、それに対応す
る機能と技術要素群とが共通化される。その上で、顧客間の差異に対応する部分だけを変動要素として多
様化させることによって、柔軟性の確保が図られる。これに対して、設計上の戦略であるプラットフォー
ム化では、多様な顧客ニーズに共通する部分が抽出される。それから、共通部分に対応する製品ユニット
の共通化と、それ以外の部分において、局所的に顧客の多様性の吸収が図られる。つまり、製品設計にお
けるプラットフォーム化も原理的には同じである。 
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製品プル型が有効になる要因、すなわち、産業システムの分岐点は、複雑性増大のスピー
ド、個別最適性の重要度、機能の再定義ならびに製品間共有のコストという 3 つである。
以下では、それぞれの要因ごとにみていく。 
第 1 の要因は、複雑性増大のスピードである。 
ある産業もしくは製品群において、開発および生産の複雑性が増大するスピードに係わ
るのは、技術的相互依存性、出口の多様性、ネットワーク化の進行という 3 つの要素であ
る。これらの要因によって複雑性が増大するにしたがって、製品プル型との相性が脆弱に
なる。以下では、個別の要素ごとにみる。 
1 つ目の要素は、技術的相互依存性である。これは、ある製品の生産工程における各工程
が、技術的に依存する度合いを意味する。例えば、ある企業において、技術的な複雑性が
増大した結果、従来の開発方法では対応できなくなったとする。ここから見出せるのは、1
つの企業組織内で、製品に内包されるすべての技術要素に関する開発の方向性が制御でき
なくなった可能性である。また、部品機能の急速な向上に伴う複雑性の多くが、特定の部
品に集約された結果、解製品開発の技術的複雑性が回避される一方で、当該部品の開発に
おける技術的複雑性が増大することもありうる28。 
2 つ目の出口の多様性が意味するのは、特定の製品もしくは製品群が対応する市場もしく
は顧客ニーズの多様性である。1 つの製品が対応する顧客ニーズが多様化するにつれて、そ
れぞれの顧客ニーズに個別最適化するためのコストは一層増大する。逆にいえば、多様に
ニーズに適合する汎用的な機能要素の抽出によって定義された共通ユニットを供給する有
効性が高まる。 
3 つ目のネットワーク化の進行に関しては、情報機器の場合、製品自身によって機能が提
供される一方で、外部システムから一定の制約を受ける。そのため、当該製品を要素とし
て内包する大きなシステム全体の技術革新を把握した上で、製品開発を進めなければなら
ない。なぜならば、特定の顧客層に向けた最適化行動だけでは、このような複雑性には対
応できないからである。 
第 2 の要因は、個別最適性の重要度である。これが意味するのは、顧客からの要求に対
して忠実性が要求される度合である。モジュラー化や機能要素の製品間共有、ネットワー
クへの対応には、個々の顧客への最適化が一部犠牲にされる一面がある。この犠牲が致命
的ならば、デバイスプッシュ型への転換が起きにくい。逆に、コモディティ化した状況で
は、デバイスプッシュ型による有効性、つまり、製品間で機能要素が共有される意義が高
まる29。ただし、コモディティ化は、顧客が製品に求める性能・機能が多次元・複雑かつ可
視性が低い場合には起きにくい。また、意図的に顧客の要求性能が引上げられたりする場
合は、コモディティ化のスピードは低下する。 
第 3 の要因が、機能の再定義と製品間の共有コストである。複雑性の増大に対応するた
                                                  
28 前掲書で該当する事例としてあげられたのが、半導体搭載比率の高いエレクトロニクス製品である。 
29 コモディティ化は、顧客が既存の製品性能に満足しており、それ以上の機能が望まれない状況を指す。 
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めだとしても、物理的な制約から実現が困難な産業もある。逆にいえば、機能の多くが特
定の部品に集約されるような製品では、このような物理的な制約は少ない。それ故に、機
能共有のコストが低い製品に係わる産業では、デバイスプッシュ型への転換が起こりやす
い。 
ここまでの要因をまとめることによって、製品プル型が有効に機能する 3 つの条件が見
出せる。1 つ目は、複雑性の増大スピードが低いことである。2 つ目は、個別最適性の重要
度が高いことである。3 つ目は、機能共有のコストが大きいことである。 
また、アーキテクチャの視角から、製品プル型とデバイスプッシュ型という産業システ
ムについてみる。このとき、製品プル型に相当するのはインテグラル型であり、デバイス
プッシュ型に相当するのがモジュラー型であると考えられる。すなわち、産業と相性のい
い産業に係わる外部条件からは、インテグラル型からモジュラー型へと移行する可能性が
見出せる。しかし、企業による戦略的行動も、産業や製品の特質に影響する。とりわけ、
個別要素の最適化によってもたらされる重要度は、企業の行動によって一定程度以上の操
作が可能である。これらは、企業が進むべき方向性について考察が可能であることを示唆
する。 
本節までの議論の成果から、次節では、企業における開発と生産との関係について分析
する。 
 
５．アーキテクチャ論からみる開発と生産との関係 
 
本節では、企業における開発と生産との関係を分析する。 
企業における開発段階および生産段階では、「特定の機能（構造）によって構成される製
品をどのように生産するか」が焦点になる。このとき、設計情報の経路に着目することに
よって、「製品構造および生産方法」が確立される過程を対象とするのが、アーキテクチャ
論である。 
製品の開発・生産に係わるアーキテクチャには、製品アーキテクチャと工程アーキテク
チャとが係わる。 
まず、製品構造と製品機能との対応関係が対象になる製品アーキテクチャの分類では、
モジュラー型かインテグラル型かという基準と、オープン型かクローズド型かという基準
が設定される。これに加えて、自社の製品と現場との相性からみるアーキテクチャの両面
戦略や、自社製品の製品アーキテクチャと顧客からみた製品アーキテクチャとの関係に即
したアーキテクチャの位置取り戦略が示された。これらによって、媒体に係わる固有技術
の性質が捨象され、幅広い製品が分析対象に含まれる。 
次に、生産工程と製品構造および生産工程と製品機能との対応関係が対象になる工程ア
ーキテクチャでは、生産すべき製品の開発および具体的な生産方法の確立過程が重要であ
る。この視点では、とりわけインテグラル型の対応関係が含まれる場合に、製品構造の把
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握や生産工程での直接制御が可能かどうかという点で区別することが必要である。これら
が可能ならば、生産工程および製品構造との間で直接的に定義される「工程―構造アーキ
テクチャ」をみることで対応が可能であり、困難ならば生産工程と製品機能との間で間接
的に定義される「工程―機能アーキテクチャ」によって考察しなければならない。 
また、製品の開発段階における「2 段階設計プロセス」は、科学的知識による段階と現場
的知識に基づく試行錯誤の段階とによって構成される。ここでは、開発システム全体の中
で相互に関連づけられるので、個別にみると同時に相互の関連について考察しなければな
らない。よって、いずれかの能力の高さというよりも、それらの能力が組み合わされた結
果としての開発能力が重要である。 
ただし、複雑な人工物の階層性には留意しなければならない。製品であっても工程であ
っても、複雑な人工物は階層的なシステムであり、各階層によってアーキテクチャ特性は
異なりうる。つまり、製品全体としてのマクロアーキテクチャは、全体からみた平均的な
性質であり、個別の設計者が直面するミクロアーキテクチャの性質は、階層によって異な
る性質を呈しうる。 
そして、半導体露光装置産業における日本企業とオランダの企業とを比較することによ
って、労働者が保有する技能の汎用性に係わる組織形態の要素が考察できる。 
日本企業とオランダの企業との間にみられる相違点は、開発時に連携する範囲である。
日本企業の場合、特定のデバイスメーカーや関連装置メーカーと戦略的提携を行うことは
あるが、一定の範囲に留まりがちである。その結果、関連する部署にまたがる統合的な知
識やノウハウを有した統合型人材が多く育成された。 
これに対して、ＡＳＭＬ社の場合、自社で行うシステム設計以外の研究開発機能は、外
部研究機関に全面的に依存している。また、ＳＰＩＥ（国際光工学会）や研究機関におけ
る人材交流が可能になる「出会いの場」を有する。 
さらに、日本企業と比較するときの装置構造の一目瞭然性が、モジュラー設計の思想に
よって高められる。露光装置自体は、極めてインテグラルかつクローズドな性質である。
つまり、設計上の事前切り分けによる基幹ユニットごとの性能保証だけでは、設計上の全
体機能が達成できない。むしろ、露光装置全体が求める限界精度は、各基幹ユニットが許
容する精度限界を超えるので、基幹部品間のインターフェースは固有のものになる。この
状況に対して、ＡＳＭＬ社は、露光装置の開発・量産過程で、不完全なモジュラー設計思
想が事後的にもたらす一目瞭然化便益が追及される。 
以上の相違は、急速に複雑性が高まる産業では、関連する専門人材を広範囲に駆使する
総動員型の組織経営が必要不可欠なことを示唆する。そのために必要なのは、組織内外の
状況の変化ならびにそれに直面する人々の知識やノウハウが高度に一度に一目瞭然化・共
有化された組織である。また、複雑性の程度が一定以上に達すると、統合型の人材が保有
する知識やノウハウを個別に使用するだけでは対処が困難な水準にまで到達する。つまり、
既存の統合的知識やノウハウの抽象度を、従来よりも高いレベルで共有化およびネットワ
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ーク化することで、新たな統合的知識が生み出されることが必要である。 
上記の示唆から、アーキテクチャ論に則して技能の性質についてみると、試行錯誤的な
探索能力が相対的に高い日本企業では、擦り合わせ型の製品と相性が良いとされる。これ
に加えて、科学的知識に基づく探索の範囲および企業活動に関与できる主体の範囲からみ
た分析をあわせて行う必要がある。つまり、モジュラー型かインテグラル型かという基準
に基づく製品および製法に係わる分析に加えて、オープン型かクローズド型かという基準
による開発に関与する主体の範囲に係わる分析を行い、相互の関連について考察する必要
がある。 
組織能力との関連からみると、製品アーキテクチャに主として係わるのは、統合能力で
ある。また、工程アーキテクチャに大きく係わるのは、改善能力である。そして、新製品
の開発に係わるのは、進化能力と事後モジュラー性との 2 つである。この 2 つの要素によ
る影響は、製品構造および開発・生産過程の複雑性および変化する速さに係わる。つまり、
複雑な製品構造であっても、製品アーキテクチャの基幹部分に関する変化の速さが緩やか
ならば、事後的な対応能力である進化能力の影響が大きい。これに対して、極めて複雑な
構造を持つ製品を生産したり、生産に係わる技術革新の速さによって複雑な現象に直面し
つつ開発したりしなければならない場合には、事後モジュラー性に基づいて、錯綜する諸
要因間に基本構図が見出すことが、複雑性を打開するための手段としてより重要になる。 
また、企業がとるべき方策として考えられるのは、製品領域の位置づけに相当するポジ
ショニング、企業内外の操作に該当する戦略的操作、システムの転換である30。 
1 つ目の方策として考えられるポジショニングは、得意とする分野に特化することである。
これに係わるのは、2 つの条件である。1 つは、顧客の要求レベルと技術レベルとの相対関
係である。もう 1 つは、製品システムに関する境界の安定性である。 
まず、顧客の要求レベルと技術レベルとの相対関係についてみる。技術水準が顧客の要
求水準を超えた場合、さらなる技術革新は過剰性能につながり、顧客にとって追加的な付
加価値が低下する。この状況では、製品領域を超えた共通ユニットを定義することの重要
性が高くなる。換言すれば、現状の技術水準が顧客の要求に十分に応えられない場合は、
個別の顧客に最適化する活動の価値が高くなる。 
次に、製品システムに関する境界の安定性に相当する対処すべき複雑性の範囲の安定性
をみる。複雑性の増大が既存製品や生産プロセスの境界内で収まる限りは、製品プル型と
の相性が良い。しかし、その相性は、微細化による複雑性の増大が既存の生産プロセスの
境界を拡張する場合や、個々に独立していた製品群が相互に連結されることによって上位
の製品を作り上げる場合には相対的に低下する。つまり、製品や生産工程等の改善すべき
対象の境界が安定することに加えて、その改善が顧客にとって十分な価値を持つ限り、製
品プル型の産業システムは優位である。 
                                                  
30アーキテクチャの視角からこれらの戦略について分析したのが、アーキテクチャの位置取り戦略である。
詳細は、藤本（2004）の第 7 章および本稿の第 2 節を参照。 
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その一方で、これらの条件が崩れる場合には、デバイスプッシュ型のシステムが台頭す
る機会が発生する。デバイスプッシュ型では、抽象的な機能ユニットを定義して供する企
業を介して、素材を提供する企業と、機能ユニットを利用して顧客に製品を提供する企業
とに区分される。このとき、中核となる機能ユニットが、最終製品市場の多様性を効果的
に吸収する限り、部材に係わる企業は、出口の多様性に起因する問題を回避できる。それ
故に、産業全体をコントロールするのではなく、一部に焦点を絞った上で、自身の擦り合
わせ能力が生かせる領域を見出すというのは、1 つの方向性としてありうる。 
また、デバイスプッシュ型への移行によって、完成品レベルでの高度な擦り合わせによ
る差別化は困難になる。しかし、部品や材料では、擦り合わせによる性能の向上が有効で
ありうる。なぜならば、産業の中核を支配する中核の機能デバイスを掌握できないとして
も、その中間の機能デバイスの性能向上に貢献する部材や製造装置に照準を合わせて、製
品プル型で重要になる能力を活用する余地は十分にあるからである。つまり、全体として
デバイスプッシュ型に移行したとしても、その内部で製品プル型が重要となる領域は存在
する。 
第 2 の方策に相当する戦略的操作は、自社が属する産業ないし製品領域が、他の領域へ
と逸脱することを妨げることを意味する。企業は、顧客の欲求を操作することによって、
個別要素の最適化がもたらす重要性を維持しつつ、擦り合わせ能力の価値が低減すること
を抑制できる。なぜならば、旧来製品との微妙な性能差異に対してプレミアムが支払われ
る産業では、共通化による性能の犠牲が受け入れられにくいからである。このような産業
では、最終製品として統合される段階における巧拙による微妙な性能の差異が、市場競争
で大きな意味を持ちうる。この限りにおいて、擦り合わせ能力に長ける完成品企業は、付
加価値を持つことができる。 
また、企業の戦略的行動によって、顧客がさらなる性能を求めるように促すことで擦り
合わせによる性能向上の余地を確保したり、従来とは異なる価値次元を提示して顧客要求
の飽和を避けたりする方法がある31。いずれにしても重要なのは、製品に付与されていた従
来の価値体系に変化をもたらすような戦略的かつ能動的な行動である。 
他にも、複雑性の範囲を限定する方法がある。 
第 3 の方策であるシステム転換が意味するのは、既存のシステムからの脱却である。だ
が、企業内の発想や思考形態は、それ自体が構築された企業システムに根付いている。そ
れ故に、企業には、従来とは異なる発想と思考とが要求されるので、産業システムの転換
                                                  
31 前者の事例として青島・武石・マイケル（2010）であげられたのは、自転車部品メーカーのシマノによ
るシステムコンポーネントの導入である。具体的には、変速機を中心とした一連の部品群を 1 つの統合さ
れたシステムとして、マウンテンバイク等のプロフェッショナルな市場に提供した。この方法がもたらし
た重要なことは、プロフェッショナルな市場の周囲に、巨大な一般市場が形成されたことである。また、
後者の事例には、任天堂やAppleがあげられる。価値次元の転換で重要なのは、技術的な擦りあわせではな
く、顧客要求との擦り合わせによって、製品の物的機能と顧客価値との適合を図ることである。 
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には困難が伴う32。例えば、製品プル型のシステム下で企業がすべき多くのことは、下流の
顧客によって定義される。このときの企業は、顧客から与えられる課題に対応することに
長ける。その一方で、自ら提示した課題を顧客に提案することには習熟していない。その
ため、顧客との間の分業関係に係わる提案には踏み込みにくい。しかし、デバイスプッシ
ュ型の下で重要な活動は、製品や製品ユニットの再定義である。それによって、企業間の
分業の境界も変動する。また、製品間にまたがる共通ユニットの抽出は、短期的な性能の
犠牲を課すことになるので、その犠牲を顧客に受け入れるように説得しなければならない。
まとめると、システム転換への対応は、発想の転換だけですまないために困難である。し
かし、外的要因の変化によって転換を検討しなければならないのならば、その困難を克服
して、製品プル型システムとデバイスプッシュ型のシステムとの双方に対応する仕組みの
構築が必要になる。 
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